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１.「平成１６年度防災とボランティアのつどい」「第２回防災ボランティア活

動検討会」より関連意見の抜粋 

 

【一般ボランティアに関して】 

（１）「被災者のニーズに耳を傾ける」力が求められる 

・ 一人一人の被災者のニーズに耳を傾けるのがボランティアの使命であり、きめ細かいニー

ズを掘り起こしていくことが必要と思う（つどい）。  

・ ボランティアに必要なことは、被災者が何を求めているのかということを「聴く力」であ

る（つどい）。  

 

（２）率先して活動できるボランティアの育成が重要 

・ 率先市民（率先して何かをする人のこと）を育てることが大事（つどい）。  

・ 何をしに行くのかをはっきりしないまま行ってしまうと「ボランティア災害」と呼ばれて

しまう。現地に迷惑をかけてはいけない（つどい）。  

・ ボランティア活動として、いろいろな事態に対応できる基礎的な力を作らなければならな

いだろう。人の問題であり、日ごろの訓練が問題であり、マニュアルをどう活かすかとい

う、人材育成や、研修の問題といえると思う（検討会）。  

 

（３）地域性を踏まえたボランティア育成の研修が必要 

・ 災害ボランティアの研修については、社会福祉協議会だけに押し付け任せにしておいては

いけないのではないか。社会福祉協議会については自治体ごとに運営方針が違う。地域性

をふまえてそれぞれに工夫していくことが必要（つどい）。  

 

（４）若い力を活かす、青少年の育成が求められる 

・ 災害時には青少年の力が必要。若い力を存分に地域のために注いでもらいたいので、育成

することが大切（つどい）。  

・ 若者には「誰かのために何かをしてあげたい」という気持ちがある。この気持ちを活かす

ことが大事（つどい）。  

・ いざというときに自分から行動を起こせるように子供たちを鍛えるということを学校と連

携してやっていくべき（つどい）。  

・ 現在の経験を次の世代に引き継いでいく必要がある（つどい）。  

 

（５）行政マンでありながら、ボランティアに参加する「兼業公務員」は重要 

・ 行政マンでありながらボランティアに参加する「兼業公務員」の力というのは非常に大き

い。「兼業公務員」を市民の手で、できるだけたくさんつくることが必要（つどい）。  
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【ボランティアコーディネーター・ボランティアリーダーに関して】 

（６）ボランティアコーディネーターが不足している 

・ コーディネーターが不足しているため、ボランティアセンターの開設が被災後１週間後と

あまりに遅いところがあった（つどい）。  

・ 新潟県中越地震のボランティアセンターではコーディネーターが非常に少なかった（つど

い）。  

 

（７）ボランティアセンターを運営するボランティアリーダー的な存在が必要 

・ ボランティアセンターの運営は短期的なスタッフの引き継ぎでは難しく、長期的に主導で

きるリーダー的スタッフの存在が不可欠だ。社協が受け皿ならば各社協２人は必要と思わ

れる（つどい）。  

・ リーダーはボランティアを「する側」と「される側」の両面をしっかりと理解していなけ

ればならない（つどい）。  

・ リーダー、コーディネーターはフリーな立場で全体を見渡せし、判断することが必要。ニ

ーズの拾い上げや、ニーズをどこまで実現するのかを判断する人が必要（つどい）。  

・ 判断や合意形成できる人がいないということを強く感じた（つどい）。 

・ 地元のコミュニティにある知恵や人脈の蓄積を引き出す必要がある（つどい）。  

 

（８）ボランティアコーディネーターの重要性・求められる資質 

・ 現在行われているボランティアコーディネーター養成講座は、実動型のコーディネーター

の育成になっていないのではないか（つどい）。  

・ ボランティアにカリスマ性はいらない（つどい）。  

・ いろいろな団体を調整し、合意形成に導ける人材が必要。そのための手法として「ファシ

リテーション」の技術を持った人必要である（つどい）。  

・ 何らかの専門性を持った人、自己完結のできる人、災害のイメージが持てる人（つどい）。 

 

（９）広域ネットワークを視野にいれた人材育成が必要 

・ 東海地震、東南海地震を想定した広域（関西、東海、関東）の平時からのネットワークづ

くりが必要。広域での助け合いのしくみための人材育成には、かなり人手と知恵とお金が

かかる（検討会）。  

・ 復旧・復興にかけて、かなり長い期間にわたって、専従的に政策提言を含めてかかわる人

材が必要と思う（検討会）。  
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３.防災ボランティア活動に係る人材育成の実例 
 

（１）研究機関による人材育成の実例 

資料提供：人と防災未来センター 

 

平成１５年度ボランティアコーディネーターコース講義  

阪神・淡路大震災の教訓をつなぐ （※平成１６年度にも同様の講義を実施。） 

コースの目的 民間のボランティア支援を被災地に効果的に導入するノウハウ（知識と実践）

を収集・整理し、さらにそれらの「知」を実践に活かせる人材の育成を目指す  

対象者 全国で実際に災害救援・復旧活動に参加してきた市民活動者・団体（NPO・NGO） 

１日目「阪神淡路大震災に学ぶ」 

9： 30-10： 30 講義「災害時における協働の形成」立木茂雄（同志社大学／DRI 上級研究員） 

・災害時におけるボランティア活動を広い視野からとらえ、行政や企業活動の関わりや

役割などをボランティアに関する「大きな見取り図」の紹介 

・阪神淡路大震災のノウハウが日本海重油災害で活かされた 

・市民社会組織と行政の協働関係を考えるための分析（ビラミッド型構造－ネットワー

ク構造、フォーマル組織－インフォーマル組織） 

10： 40-12： 00 講義・見学「阪神・淡路大震災を語り継ぐ、考える」荒井勣（語り部ボランティア） 

震災後のボランティア活動、避難所での体験談 

瓦礫のまちにひまわりを！（ひまわりの種の袋詰め） 

13： 00-16： 00 パネルディスカッション「その直後、激動の時間をこう迎えた」黒田裕子（阪神高齢者・障害

者支援ネットワーク）、桜井誠一（神戸市市民参画推進局）、馬場正一（ひょうごボランタリ

ープラザ）、山添令子（コープこうべ）、山口一史（ひょうご・まち・くらし研究所／コーディネータ

ー） 

ボランティアに関わる部署で活躍した行政・社協・生協・衣料専門職の講師からの体験

報告。震災直後の様子／組織としての対応／ボランティア対応／ニーズの把握／提言に

ついてそれぞれコメント。 

16： 40-18： 30 「阪神淡路大震災の被災地に学ぶ 見学意見交換」まち・コミュニケーション（御蔵地区） 

長田区復興まちづくりの現場視察。住民を支援してきた市民団体からの復興の困難さ、

事前に必要な備えに関する報告 

２日目「災害時のボランティアセンター設置運営」 

9： 30-10： 50 講義「災害時のボランティアコーディネート」栗田暢之（レスキューストックヤード） 

阪神淡路大震災の体験、地元名古屋市での水害対応や他の災害被災地での救援活動の紹

介。災害ボランティアの文化の形成、救援物資の処理、清掃・健康管理などコーディネ

ート実例 
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11： 00-12： 30 演習「ボランティアコーディネートの事例研究」栗田氏ほか３名 

過去の災害で実査にあった事例からボランティアコーディネーターとしての対処方法

をグループ討論（例：「ニーズ 300 名分なのにすでに 500 人のボランティアが並んでい

る場合の対処方法」「被災者支援のために携帯電話 100 本を寄贈したい」「ボランティア

に行った息子にいい加減返るように説得してほしい」等） 

13： 20-14： 20 講義「災害ボランティアセンターとは」栗田暢之（レスキューストックヤード） 

東海豪雨水害、宮城県北部地震それぞれの災害ボランティアセンター実例 

14： 30-17： 00 演習「災害ボランティアセンターに求められるもの」栗田氏ほか３名 

理想の「災害ボランティアセンター」の機能に関するグループ討議 

災害発生後の設置のタイミング、声をかける人／設置運営に必要な人材、活用すべきネ

ットワーク／設置運営に必要な資機材・資金、調達方法／誰もが利用しやすいセンター

のための、コーディネーターとしてのボランティアマインド（概念） 

17： 10-18： 00 討論「ふりかえり」  

３日目「これからの備え」 

9： 30-10： 30 「災害ボランティアの意義と可能性」室崎益輝（神戸大学／DRI 上級研究員） 

・災害ボランティアが集まる理由 

・災害ボランティアに求められる５つの資質（専門性・機能性、連携性・組織性、規範

性・自立性、持続性・即応性、自立性） 

・災害ボランティアの将来的展望（組織的な課題、実践的な課題） 

10： 40-12： 00 「災 害・防 災 ・減 災 とボランティア 人 としての関 わり方 に焦 点 をあてて」大 江 浩（横 浜

YMCA） 

「人間」からみた災害／死別体験・喪失体験／災害における「こころ」の問題／サンフ

ランシスコでの「災害とストレス」研修／様々な緊急援助者との出会い 

13： 00-16： 00 「地域での日常活動が生み出す「事前防災」～地域から全国まで～」栗田暢之（レスキュ

ーストックヤード：家具転倒防止）、村井雅清（被災地 NGO 恊働センター：全国ネットワー

ク）、渥美公秀（大阪大学：コーディネーター） 

・災害発生後の対応から、事後対応を可能にするための日常的な活動。防災や減災に焦

点をあてた地域活動を日常的にこなしていく方法 

・受講者全員による討論会による現状や課題に関する意見交換、今後取り組むべき課題

の共有 
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（２）都道府県社会福祉協議会の育成実施例 

資料提供：みやぎボランティア総合センター 

 

災害ボランティアセンター体制整備に関する研修会 

災害時にボランティアを受け入れる意義を理解し、「災害ボランティアセンター」の設置

運営のあり方、また、その中枢を担う災害ボランティアコーディネーターの役割について

学ぶ研修を、管理者向け「運営研修会」と職員向け「コーディネーター研修会」に分け各

地方単位で実施した。  

また、県から派遣される県職員を対象に「宮城県職員向け研修会」、ＮＰＯ・市民団体向

けに「災害ボランティアセンター連続講座」を実施し一般県民向けの研修を実施した。  

 

災害ボランティアセンター運営研修会 

説明「災害ボランティアセンター設置運営の手引き」の理解  

説明：みやぎボランティア総合センター  

講義「具体的設置方法とセンター運営について」  

講師：ＮＰＯ法人ハートネットふくしま 理事長 吉田公男氏  

参加：34 名 

 

災害ボランティアコーディネーター研修会 

説明「災害ボランティアセンター設置運営の手引き」の理解  

説明：みやぎボランティア総合センター  

講義「具体的設置方法とセンター運営について」  

講師：ＮＰＯ法人レスキューストックヤード 代表理事 栗田暢之氏  

もしくは神戸市長田区社会福祉協議会 主事 長谷部治氏 

  演習①「災害ボランティアセンターに求められるもの」  

  演習②「災害ボランティアセンター受付模擬演習」  

参加：35 名 

 

宮城県職員向け運営研修会 

説明①「宮城県における災害ボランティアの体制整備について」  

説明：宮城県保健福祉部 社会福祉課  

説明②「災害ボランティアセンター設置運営の手引き」の理解  

説明：みやぎボランティア総合センター  

講義・演習「災害ボランティアセンターにおける協働の重要性」  

講師：ＮＰＯ法人レスキューストックヤード 代表理事 栗田暢之氏  

参加：160 名 
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災害ボランティアセンター連続講座 

第１回 平成１７年１月２２日 パレス宮城野 参加者１８５名 

説明「宮城県おける災害ボランティアの体制整備について」  

説明：みやぎボランティア総合センター  

シンポジウム「被災地現場からの声」  

シンポジスト：NPO 法人まちづくり学校 寺島義雄氏 

       ながおか生活交流情報ネット 桑原眞二氏 

       ㈱みちのく企業グループ 大須賀純氏  

       東北福祉大学３年 末木晃氏 

 

第２回  平成１７年２月２６日 ハーネル仙台 参加者７２名 

演習「災害ボランティアセンターの設置と運営」 

講師：NPO 法人まちづくり学校 寺島義雄氏  

 

 

 

 

 



 12 

（３）ＮＰＯ団体による育成実施例 

資料提供：NPO 法人防災ネットワークうべ 

 

『宇部市災害ボランティアコーディネーター・リーダー育成研修会』概要 

 

平成１４年１月１３日、１４日 

主催 宇部市、財団法人自治総合センター   

共催 NPO 法人防災ネットワークうべ 

後援 総務省消防庁、下関地方気象台、山口大学工学部、山口県 

   宇部市自治会連合会、宇部市市民生児童委員協議会、 

宇部市社会福祉協議会 

協力 陸上自衛隊第１７普通科連隊、総務省中国総合通信局 

   日本赤十字社山口県支部、NTT 西日本、宇部市消防本部、宇部市水道局 

   宇部市教育委員会、阿知須町社会福祉協議会、NPO 法人森と海の学校 

YAC 山口冒険クラブ野外活動委員会、宇部キャンプ協会、 

 

日時 内容 

１月１３日 

09：30～10：00 開講式・オリエンテーション 

10：00～10：30 講演「なにができるの？災害ボランティア」 

重川希志依 

10：30～12：00 炊き出し体験研修 

12：45～15：30 防災ウォークラリー 

12：45～15：30 防災体験講習 

 起震車体験、消火訓練、煙体験。救急講習、車いす講習 

15：45～18：00 災害図上体験研修（DIG） 

18：00～ 炊き出し体験・避難所体験研修 

１月１４日 

07：30～08：45 炊き出し体験研修 

09：00～10：30 避難所運営研修 

10：40～12：00 講演「災害ボランティアの可能性～震災以降の現状と展望

～」 渥美公秀 

12：00～12：30 修了式 
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（４）災害図上訓練 

資料提供：富士常葉大学小村隆史助教授 

 地区や学校でＤＩＧを行う場合のﾎﾟｲﾝﾄは、畳２枚大に広げられた地元の地図を前に、その

土地に起こりえる災害の様相を、参加者がお互いに話し合い、地図に書き込みを行うことを介

して、より具体的にイメージしてもらうことにあります。また、（災害に備えた）わがまちの、

有形無形・人的物的「財産目録」をつくることでもあります。  

 「どのような被害が（どこで・どのくらいの規模で）予想されているのか？」「街(地区)の構

造はどうなっているのか？」「危険な場所や注意しなければならない施設は何でどこにあるの

か？」「何かあった時にお世話になる場所や施設は何でどこにあるのか」「近所に手助けが必要

な人はいないか」「逆にいざとなったら当てにできそうは人はどこにいるのか」等々。これら

を地図に落とし込むことで（再）確認します。そして、目の前に畳２枚大で広がる被災イメー

ジが現実のものにならないようにするため、これから、このまちをどのように変えていけばよ

いのか、普段の生活の中でどのような備えをすればよいのか、そのことを話し合い、少しでも

災害に強いコミュニティへと育てていこう変えていこう、それがＤＩＧなのです。 

 

【災害を知る・地域を知る・人を知る】  

中学３年生の「総合的学習の時間」に行うことを想定 

 

【事前準備１ 生徒（参加者）の予習として】  

１．防災倉庫の場所を確認する（防災倉庫の中身もチェックしてみるとよいでしょう）  

２．防火水槽・消火栓・街頭消火器のある場所を確認する  

３．避難時の集合場所を確認する  

４．近所に潜む「危険な場所」を調べる (倒れそうなブロック塀など ) 

５．近所に「手助けが必要な人」を調べる (車椅子での生活者、寝たきりの人など ) 

 

【事前準備２ 地図の準備】  

６．使用する地図は、住宅地図を等倍（あるいは拡大）コピーしたものの貼り合せ  

※住宅地図の利用にあたっては著作権に留意のこと。  

７．地図の余白を切り取り、貼り合わせて１枚の大きな地図にする  

８．透明のシートをかぶせ、ガムテープで固定する  

９．透明シートの上から、地図の４隅にマジックで「 」印をつけ、地図とシートの位置

あわせのマークとする  

ＤＩＧ：災害（Disaster）、想像力（Imagination）、ゲーム（Game）の頭文字をとって名

づけられた、一般市民が独力で、「一人千円会費・缶ビール１本・おつまみ付き」で出来

る、災害図上訓練ノウハウのこと。 
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【まちの構造の確認 ： 鉄道・道路・河川・オープンスペースなどの記入】  

１０．鉄道を黒マジック（太線）でなぞる  

１１．国道や県道など主要道路を茶色マジック (太線 )でなぞる  

１２．河川や湖沼、用水、プールなどの自然水利と、海岸線を青色でなぞる  

１３．オープンスペース（広場、公園、学校、神社・仏閣など）は、敷地の輪郭線を緑マ

ジック（太線）でなぞる  

１４．概ね幅員（道幅）が１．５ｍ以下の路地を赤（太線）でなぞる  

１５．鉄筋コンクリート造、鉄筋鉄骨造、鉄骨造の建物は、その建物の輪郭線を紫マジッ

ク（太線）でなぞる  

１６．田畑は、その周囲を黄色（太線）でなぞる  

１７．  町内の境を線で区分けする黄色  

１８．  （被害想定調査に基づく）町丁目単位での大破戸数の塗りつぶし赤色  

１９．  （被害想定調査に基づく）町丁目単位での中破戸数の塗りつぶしオレンジ色  

２０．  大破・中破の戸数や比率を町丁目毎に地図上に記入黒・細字  

２１．  モデル建物を用いての耐震診断の実施 

 

【防災に関する地区の「財産目録」の作成 ： 施設・資源などの落とし込み】 

２２．官公署・医療機関など、防災上の拠点・設備を表示する  

・市役所(出張所) ・消防署 ・警察署 など防災行政  

・医療機関（総合病院、医院、薬局等々）  医療  

・学校 ・公民館 ・神社仏閣教会 など避難所（候補）  

・老人健康施設 ・幼稚園保育所 など弱者（要救護者）施設  

・食糧の備蓄が期待できる施設（スーパー、米穀店、小売店など）  食糧  

・燃料調達が可能な施設燃料  

２３．地域の防災を考える上で、プラスの意味を持つ特別な施設等を表示する  

・重機を持っている企業 ・可搬ポンプを持っている企業  

２４．地域の防災を考える上で、マイナスな意味を持つ特別な施設等を表示する  

・危険物の貯蔵施設 ・ 

 

【作業のまとめと、将来に向けて】  

２５．地域の特徴を考える（１項目ずつポストイットに書き出す ・重複があっても可） 

２６．被害を出さないための備え（被害の発生抑止のための備え）を考える  

・主に「モノ」を強くすることで、被害に遭わないようにする備え  

・１項目ずつポストイットに書き出す ・重複があっても可  

・被害抑止力の向上（Mitigation、減災）のために何をすればよいのか、考える  

２７．被害を広げないための備えを考える  
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・主に「人」「こと」を強くすることで、被害を最小にとどめる備え  

・１項目ずつポストイットに書き出す ・重複があっても可  

・被害軽減力の向上 (Preparedness)のために何をすればよいのか、考える  

２８．救助・救出のため普段備えておくことは  

・２７の中でも人命救助に直結するものについて、特に項を改めて表示  

２８．２９．  

・１項目ずつポストイットに書き出す ・重複があっても可  

・模造紙に、２５～２８の項目別にならべ、ＫＪ法などの技法を使って整理する  

３０．グループ毎に発表し、共通認識とする 

 

 

その他・補足など 

(1)．被害想定をどのように活用するか  

(2)．人の要素をどのように関連づけるか  

(3)．まとめ・発表は必ず行うようにして下さい！  

 

 同様に、工程２４と２５の間で、さらにもう一枚ビニールシートをかぶせ、工程５で調べた

「災害時要救護者」や「お役立ち人物」を（工程２２～２４のように）色別シールで示すと、

わがまちの「人材目録」を簡単に作ることが出来ます。この場合、色シールは（工程２２～２

４で使ったものよりも）小さいほうがよいでしょう。  

 工程３０でも書きましたが、自らの発見を確認し、お互いの発見を共有するためには、まと

め・発表は不可欠です。グループ数が多かったりワークショップの時間が短かったりすると、

どうしてもおざなりになってしまいがちですが……。ワークショップを「しめる」という意味

でも、必ず行って下さい。 多くの自治体では被害想定調査報告書、あるいはいわゆる「ハザ

ードマップ」が公表されています。工程２４と２５の間で、地図にもう一枚ビニールシートを

かぶせ、その上から（例えば）「震度６強以上の地震動が想定される地域」「液状化の発生が危

惧される地域」「津波の浸水域」「がけ崩れ危険地域」「土石流危険渓流」「といった、想定され

る被害を書き込むことで、我がまちに起こりえる被害は、より具体的なものとして認識するこ

とが出来るでしょう。ワークショップを「しめる」という意味でも、必ず行って下さい。  
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（５）都道府県の実施例（アンケート調査結果より） 

都道府県 事例概要・連携団体名等 

秋田県 

県と県社会福祉協議会の共催で、「災害ボランティアコーディネーター養成研修」を実施。

災害ボランティアセンターの運営とコーディネーターの業務。災害ボランティアセンター

立ち上げシミュレーション訓練。図上訓練「DIG」の実施。 

千葉県 
本県では、災害救援ボランティア推進委員会が実施している「災害救援ボランティア講座」

に講師を派遣するなど、その開催を支援しているところである。 

神奈川県 

神奈川県災害救援ボランティア支援センターの設置訓練を災害救援ボランティア団体と連

携して実施。災害救援ボランティアコーディネーター養成講座を災害救援ボランティア団

体と連携して開催。 

石川県 

一般県民を対象とした「災害ボランティア育成講座」を県内３会場で実施している。その

業務を県内のＮＰＯ団体（石川災害ボランティアネットワーク）に委託して開催するなど、

日頃より連携を取っている。 

福井県 

平成１６年度 ①災害ボランティア活動に関する情報交換等のため年３回「福井県災害ボ

ランティアセンター連絡会」を開催した。②県内２箇所で、災害ボランティア活動に関す

るブロック別研修会を実施した。（内容：講演会及びボランティアセンター立ち上げ及び運

営シミュレーション）③災害ボランティアリーダー養成のための研修会を実施する予定で

ある。（3 月 12 日、13 日） 

山梨県 

県主催ではないが県内の有志によるボランティア団体及び個人が集い情報交換を行う場に

出席（山梨県災害ボランティア連絡会議）災害ボランティア育成講座を日赤山梨支部との

共催、県社会福祉協議会、県ボランティア協会の協力のもと実施。 

静岡県 

ボランティア団体の意見交換会や研修会等への職員派遣。他県の被災地に県内ボランティ

ア団体が赴く場合における、交通規制等の情報提供及び災害救助従事車両の認定。災害ボ

ランティア関連事業の企画・検討の際の会議。災害ボランティアコーディネーターの養成

（平成 8～14 年度、NPO 法人静岡県ボランティア協会に委託 819 名養成） 

三重県 

平成１１年度に三重県が主催し、県・学識者・市民有識者によって構成された「防災ボラ

ンティアコーディネーター養成検討委員会」の提言を受けて、平成１３年度から「三重県

防災ボランティアコーディネーター養成協議会」によりボランティアコーディネーター養

成講座を実施している。 

滋賀県 
県内に災害ボランティアのネットワークを構築するために、県内のボランティア・ＮＰＯ

と県社会福祉協議会、県担当者がフォーラム・会合を開催している。 

京都府 

専門ボランティア：別紙の通り「京都府災害救護専門ボランティア登録制度」「京都府災害

ボランティア運営協議会」運用・設置し、防災講演会の開催、ニュースレターの発行を行

っている。 

奈良県 県主催で、県及び市町村職員と県内ボランティア・ＮＰＯ等が参加する意見交換会を実施
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（Ｈ16 年度は 2 回開催） 

和歌山県 
防災ボランティア・コーディネーター研修を毎年 1 回行っているほか、県防災総合訓練へ

の参加等で連携している。 

鳥取県 
県補助事業により県社会福祉協議会がボランティア団体との協議会やリーダー育成などの

研究会を実施。 

岡山県 
災害ボランティアコーディネーターの育成講座へのプレイベントとして地元ボランティア

団体等にも呼びかけセミナーを開催した。 

徳島県 
災害ボランティア、災害ボランティア活動を理解するための講習会、研究会を実施。実際

にボランティア活動に携わるものによる、災害ボランティア活動報告会を随時実施 

香川県 

平成１６年度は、県事業である「防災・災害復旧支援研究事業部会」の中で関係団体と協

議し、平成 17 年度 1 月 22 日～23 日には「防災ボランティアのつどい」を協働で開催した

ところである。このつどいの中で、関係団体によって「香川県災害ボランティア協議会」

が設立されたことから、今後は、この協議会と連携して、マニュアルの作成など災害ボラ

ンティアに関する支援を行っていく予定。 

愛媛県 

災害に特化したものではないが、県社会福祉協議会においてボランティア個人を対象とし

たボランティアリーダー、ボランティアコーディネーター等の講習を実施している（国と

県の補助事業）。 

山口県 

山口県レスキューバイクネットワーク→物資の搬送。山口県ボランティアセンター（山口

県社会福祉協議会）→災害ボランティアセンターの設置。防災ネットワーク・うベ→災害

パネルの展示・災害図上訓練の紹介。山口県被災建築物等危険度制定協議会（危険判定士）

→建物の危険度判定。 

福岡県 
福岡県災害ボランティア連絡会を発足し、連絡会で研修会および講演会など講師を招き実

施。 

佐賀県 平成 16 年度に県社会福祉協議会が災害救護ボランティアセミナーを開催。 

大分県 

災害ボランティアの募集、登録や災害ボランティアの基礎的研修の企画・実施、災害ボラ

ンティアコーディネーター養成の研修の企画、実施等を行う大分県災害ボランティア運営

委員会（県社会福祉協議会内）に対し、県が補助を行っている。 
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４.男女共同参画に関する資料 
 

「男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本的な方向についての中間整理」 

平成１７年５月 男女共同参画会議 男女共同参画基本計画に関する専門調査会、女

性に対する暴力に関する専門調査会（８２～８３ページ抜粋） 

 

 

１２．新たな取り組みを必要とする分野における男女共同参画の推進 

（２）防災・災害復興 

【現状・課題】 

● 阪神・淡路大震災時、「女性のこころとからだ」電話相談（民間・無料）に寄せられた件数

（１９９５年２～６月の計）  

項目 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 合計 

幼児虐待  

不眠  

恐怖感／不安  

うつ／うつ再発  

体調不順  

人間関係のトラブル  

家族関係のトラブル  

（震災離婚／同居等）  

就職問題／セクハラ等  

子どもの心配  

レイプ／レイプ未遂  

66 

94 

72 

5 

20 

56 

88 

 

64 

57 

31 

37 

55 

41 

4 

19 

68 

84 

 

21 

114 

5 

 

144 

38 

12 

6 

137 

129 

 

31 

27 

1 

1 

4 

6 

 

3 

10 

2 

 

 

6 

 

85 

 

 

2 

4 

4 

104 

305 

162 

21 

104 

275 

307 

 

116 

204 

37 

 

● 過去の震災時に、増大した家庭的責任が女性に集中し、女性のストレスが増えた。また、

被災者女性に比べ、行政・ボランティアともに支援する側に女性の担当者が少ないこと、

男女のニーズの違いを把握しない予防、応急、復旧・復興対策が行われたこと等の問題点

があった。  

● 国連防災世界会議（平成１７年１月）において、我が国は、防災協力の全てにおいてジェ

ンダーの視点に立った支援を行うという内容を含む「防災協力イニシアティブ」を発表し

た。 
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【施策の基本的方向】 

 国連防災世界会議（平成１７年１月）において我が国が「防災協力イニシアティブ」を発表

したが、その中に防災分野におけるジェンダーの視点を明記している。  

 災害発生時の経験から、被災時には増大した家庭的責任が女性に集中することなどの問題が

明らかになっており、防災・復興対策は、男女のニーズの違いを把握して進める必要がある。

これら被災・復興状況における女性をめぐる諸問題を解決するため、男女共同参画の視点を取

り入れた防災・災害復興体制を確立する。 

 

【具体的な取組】 

● 防災基本計画等に、男女共同参画の視点を明確に位置付ける。また、地方公共団体等に対

して国に準じた措置を講ずるよう要請する。  

● 防災分野での固定的性別役割分担意識をなくすとともに、防災に関する政策・方針決定過

程への女性の参画を拡大する。  

● 防災における女性高齢者等の被災が多いため、防災施策の立案、実施及び情報提供に当た

っては、高齢者、外国人等の視点も踏まえる。また、緊急時における連絡体制の整備や、

避難誘導等に関して、平時からの高齢者、外国人等に対する普及・学習機械の拡充を図る。  

● 地方公共団体の災害に関する各種対応マニュアル等に男女共同参画の視点を踏まえる要支

援を行う。  

● 地域コミュニティにおける防災活動についても、固定的な性別役割分担意識の改称や方針

決定過程への女性の参画の推進など、男女共同参画の視点を取り入れることを推奨する。  

● 消防職員・警察官・自衛官等について、防災の現場に女性職員が十分に配置されるよう、

採用・登用の段階も含め留意する。また、その職業能力の向上にについても配慮する。  

● 「防災協力イニシアティブ」に基づき、国際的な防災協力に当たっては、男女共同参画の

視点を踏まえ援助を行う。  

● 災害復興に当たるボランティア、ＮＰＯとの連携を図り、男女共同参画の視点を踏まえた

復興支援が行われるよう努める。 

 

 

 

 

 




